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2021 年 9 月 8 日 
報道関係各位 

一般社団法人日本能率協会 
 

『日本企業の経営課題 2021』  調査結果速報 【第１弾】  

当面する経営課題として「人材強化」「売り上げ拡大」の重視度が高まる 
研究・開発や生産領域では「デジタル技術の活用」、購買・調達領域は「CSR 調達」が大きく上昇 

 

一般社団法人日本能率協会（会⾧:中村正己、ＪＭＡ）は、企業が抱える経営課題を明らかにし、これからの

経営指針となるテーマや施策の方向性を探ることを目的に、1979 年から、企業経営者を対象に、「当面する企業経

営課題に関する調査」を実施しています。今年は 2021 年 7～8 月に実施し、517 社からの回答を得ました。 

今回は第 1 弾として、経営全般ならびに経営機能別の課題の動向について、ご報告します。なお、KAIKA 研究所

所⾧の近田による「調査結果を受けてのコメント」（本調査のまとめ）を 9 ページに掲載しています。 
 

※詳細の調査報告書は 10 月下旬に公表予定です。 
 

■ 「2021 年度（第 42 回）当面する企業経営課題に関する調査」概要 

調査時期 2021 年 7 月 20 日～8 月 20 日 

調査対象 
JMA の法人会員ならびに評議員会社、およびサンプル抽出した全国主要企業の経営者 

（計 5,000 社） 

調査方法 郵送調査法（質問票を郵送配布し、郵送およびインターネットにより回答） 

回答数・回収率 回答数 517 社・回答率 10.3％ （回答企業の概要は 10 ページに記載） 
 

【本件に関するお問合せ先】 
一般社団法人日本能率協会  KAIKA 研究所 （担当:近田

こ ん だ

） 
〒105-8522 東京都港区芝公園 3-1-22 TEL:03-3434-0380 E-mail:kadai@jma.or.jp 
※取材のお問合せは、広報室（担当:綿貫、TEL:03-3434-8620 または 090-6510-9161 

E-mail:jmapr@jma.or.jp）へお願いいたします。

１．当面する経営全般の課題として、「人材強化」「売り上げ・シェア拡大」が昨年より上昇 

５年後の課題では「事業を通じた社会課題の解決」の比率が約 2 倍となり第２位に 

２．組織・人事領域の課題:「人事制度の見直し」「次世代経営層の発掘・育成」が上昇 

昨年急増した「多様な働き方の導入（テレワークなど）」は大幅に低下してベスト 10 圏外へ 

３．営業・マーケティング領域の課題:第１位は「高付加価値型商品・サービスの開発」 

「IT を活用した効率的・効果的な営業活動」が昨年より上昇し、第 3 位に 

４．研究・開発領域の課題:「デジタル技術の活用」が上昇して第２位に 

「研究・開発部門の人材獲得・育成」の比率も昨年より 7 ポイント増加 

５．生産領域の課題:昨年に続いて「品質管理体制の強化」が第 1 位に 

「デジタル技術の活用」「生産管理システムの改善・見直し」の比率も高まる 

６．購買・調達領域の課題:「CSR 調達の推進・コンプライアンスの遵守」が大きく上昇 



2 
 

44.4 45.1 

40.8 
41.0 

31.8 

37.7 

33.3 

30.8 

35.2 

21.5 

27.8 25.9 25.2 

21.6 22.8 

8.5 

15.4 

19.3 

9.4 10.7 

11.4 
12.5 12.0 

11.0 

12.7 

9.2 
10.6 

9.4 

7.3 
10.3 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

2019年(n=480) 2020年(n=532) 2021年(n=517)

収益性向上

人材の強化

(採用・育成・多様化への対応)

売り上げ・シェア拡大

事業基盤の強化・再編、

事業ポートフォリオの再構築

新製品・新サービス・新事業の開発

デジタル技術の活用・戦略的投資

企業ミッション・ビジョン・バリューの

浸透や見直し

働きがい・従業員満足度

・エンゲージメントの向上

技術力・研究開発力の強化

コーポレート・ガバナンスの強化

１．当面する経営全般の課題として、「人材の強化」「売り上げ・シェア拡大」が昨年より上昇 
５年後の課題では「事業を通じた社会課題の解決」の比率が約 2 倍となり第２位に 

 

○ 本調査では、経営全般における課題として想定される 20 項目を列挙し、「現在」「３年後」「５年後」において

重要と思われるものを尋ねました（「現在」「３年後」は３つまで、「5 年後」は１つだけ選択）。 

○ 「現在」の課題の第 1 位は、昨年同様に「収益性向上」でしたが、その比率は減少（45.1％→40.8％）。 

一方、「人材の強化」が昨年の 31.8％から 37.7％、「売り上げ・シェア拡大」が 30.8％から 35.2％へと増

加しました。コロナ禍が続くなか、当面の経営課題として、売上を回復させ、新たな成⾧軌道を描くこと。そして、そ

の担い手となる人材を強化することが重視されていることがうかがえます。【図１－１】 

○ 「3 年後」の課題については、「人材の強化」が昨年同様に第 1 位（36.9％）となりました。次いで、「新製

品・新サービス・新事業の開発」（29.4％）が、昨年の第 4 位から第 2 位に上昇しています。第 3 位は、

「事業基盤の強化・再編、事業ポートフォリオの再構築」（29.0％）でした。そのほか、「デジタル技術の活用・

戦略的投資」が昨年の 19.2％から 24.2％へと増加し、第 5 位に挙げられています。DX（デジタルトランスフ

ォーメーション）への取り組みが広がっていますが、デジタル技術の活用による新製品・サービス・事業の開発、事

業基盤の再編が、中期的な経営課題として重視度が高まっていることがわかります。【図１－２】 

○ 「５年後」の課題については、第 1 位は昨年同様に「事業基盤の強化・再編、事業ポートフォリオの再構築」とな

りましたが、その比率は減少（17.3%→13.3%）。一方、「CSR、CSV、事業を通じた社会課題の解決」が

7.7%から 13.0%へと約 2 倍となり、第 2 位になっています。SDGs や ESG 経営への関心が高まるなか、

社会課題の解決を通じた中⾧期的な企業価値の向上が、経営課題として重視されていることがうかがえます。

【図１－３】 

 

 

【図１－１】  「現在」の課題（上位 10 項目）の３年間の推移 （3 つまで選択）  
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【図１－２】  「３年後」の課題（上位 10 項目）の３年間の推移 （3 つまで選択）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１－３】  「５年後」の課題（上位 10 項目）の３年間の推移 （１つだけ選択）  
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２．組織・人事領域の課題:「人事制度の見直し」「次世代経営層の発掘・育成」が上昇 

昨年急増した「多様な働き方の導入（テレワークなど）」は大幅に低下してベスト 10 圏外へ 

 

○ 本調査では、経営全般の課題とともに、経営機能別の課題についても、調査を行っています。 

○ 組織・人事領域における課題として想定される 20 項目を列挙し、特に重視しているもの３つを尋ねたところ、 

第 1 位は昨年同様に「管理職層（ミドル）のマネジメント能力向上」（34.2%）となりました。 

○ 昨年に比べ、「人事・評価・処遇制度の見直し・定着」の比率が 29.5%から 33.8%へと増加し、第 2 位に

上昇しています。ジョブ型人事制度の導入や、兼業・副業の容認、新卒一括採用の見直しなど、いわゆる日本

型雇用システムの見直しに向けた議論が広がっていることが背景にあると考えられます。 

○ また、「次世代経営層の発掘・育成」についても、昨年の 28.4%から 33.3%へと増加し、第 3 位となってい

ます。中小企業においては事業承継が課題となっていること、また、上場企業においてはコーポレートガバナンスコ

ードにより経営人材の後継者計画の策定が求められていることが影響していると思われます。 

○ 一方で、昨年急増した「多様な働き方の導入（テレワークなど）」については、26.5％から 9.7%へと大幅に

減少し、同率で第 14 位とベスト 10 から外れました。昨年は、コロナ禍に対応するための在宅勤務・テレワークの

導入などが急務でしたが、これらの対応がひと段落している状況がうかがえる結果となりました。 

 

 

【図２】 組織・人事領域の課題（上位 10 項目）の３年間の推移（3 つまで選択）  
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３．営業・マーケティング領域の課題:第１位は「高付加価値型商品・サービスの開発」 

「IT を活用した効率的・効果的な営業活動」の比率が昨年より上昇し、第 3 位に 
 

○ 営業・マーケティング領域における課題として想定される 18 項目を列挙し、特に重視しているもの３つを尋ねた

ところ、第 1 位は「高付加価値型商品・サービスの開発」（34.2%）となりました。次いで、「顧客ニーズの先取

り対応」（32.9%）が第 2 位に挙げられています。 

○ 昨年に比べると、「IT を活用した効率的・効果的な営業活動」の比率が 22.2%から 25.1%へと増加し、 

第 3 位に上昇しています。コロナ禍によって対面による営業活動が制約される一方で、顧客情報の解析やデジタ

ル・マーケティングの手法が進展し、デジタル技術の活用への関心が高まっていることが背景にあると考えられます。 

 

 

【図３】 営業・マーケティング領域の課題（上位 10 項目）の３年間の推移（3 つまで選択）  
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４．研究・開発領域の課題:「デジタル技術の活用」が上昇して第２位に 

「研究・開発部門の人材獲得・育成」の比率も昨年より 7 ポイント増加 
 

○ 研究・開発領域における課題として想定される 17 項目を列挙し、特に重視しているもの３つを尋ねたところ、 

第 1 位は「経営戦略・事業戦略との一貫性ある研究・開発テーマの設定」（35.6%）となりました。 

○ 昨年に比べると、「デジタル技術の活用」が昨年の 30.5%から 31.9%へと増加し、第 2 位に上昇していま

す。また、「研究・開発部門の人材獲得・育成」も、昨年の 21.6%から 28.6%へと７ポイントの増加。研

究・開発領域においても、デジタル技術を活用することによって、新商品や新サービス、新事業の開発に貢献でき

る人材を獲得・育成することが重視されていると考えられます。 

 

 

【図４】 研究・開発領域の課題（上位 10 項目）の３年間の推移（3 つまで選択）  
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５．生産領域の課題:昨年に続いて「品質管理体制の強化」が第 1 位に 

「デジタル技術の活用」「生産管理システムの改善・見直し」の比率も高まる 
 

○ 生産領域における課題として想定される 15 項目を列挙し、特に重視しているもの３つを尋ねたところ、昨年に続

いて、「品質管理体制の強化」（35.4%）が第 1 位に挙げられました。 

○ 第 2 位は昨年同様、「デジタル技術の活用」となり、その比率は 27.6%から 30.0%へと増加。そのほか、

「生産管理システムの改善・見直し」も、昨年の 16.2%から 20.3%へと比率が高まっています。生産管理や

製造現場においても、さまざまなデジタル技術が活用されるようになっていることが、これらの課題の重視度の上昇

につながっていると考えられます。 

 

 

【図５】 生産領域の課題（上位 10 項目）の３年間の推移（3 つまで選択）  
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・コンプライアンスの遵守

開発設計・購買調達・生産

の一体的活動

事業継承計画（BCP）対策

・リスクマネジメントの強化

間接財のコストダウン

サプライチェーンの総合的見直し

購買調達部門の人材獲得・育成

デジタル技術

（ＡＩ、ビッグデータ、IoT 等）の活用

調達機能のグローバル展開、

グローバル調達体制の構築

海外サプライヤーの開拓、

海外生産委託

６．購買・調達領域の課題:「CSR 調達の推進・コンプライアンスの遵守」が大きく上昇 

 

○ 購買・調達領域における課題として想定される 10 項目を列挙し、特に重視しているもの３つを尋ねたところ、 

第 1 位は昨年同様に「調達品の品質確保・品質管理」（35.4%）となりました。 

○ 昨年に比べ、「持続可能な（CSR）調達の推進・コンプライアンスの遵守」の比率が 28.0%から 34.0%へ

と大きく上昇して、第 2 位に挙げられている点が特徴的です。企業の社会的責任として、調達先における人権

問題や環境問題への対応が不可欠となっていることが背景にあると考えられます。 

 

 

【図６】 購買・調達領域の課題（上位 10 項目）の３年間の推移（3 つまで選択）  
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調査結果を受けてのコメント 

 
一般社団法人日本能率協会  

KAIKA 研究所 所長 近田高志 

 

○ 今回は、日本能率協会が毎年実施している「経営課題調査」の2021年度の調査結果の第１弾として、

毎年、経年調査を行っている経営全般ならびに経営機能別の課題について、ご紹介しています。 

 

○ 調査結果の全体を俯瞰すると、まさに感染拡大の第２波の最中に実施した昨年度の調査では、コロ

ナ禍への緊急的な対応が課題認識にも大きく影響していましたが、今年は、今後の成長を見据えた

課題へとシフトしていることがうかがえる結果となっています。特に、以下の３点が、今回の経営

課題調査から浮かび上がったポイントであると考えます。 

 

○ １点目は、「デジタル技術の活用」です。いまや、「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）」

はビジネス用語として一般化していますが、企業経営における実装化へと課題認識が進んでいると

捉えることができます。 

○ 例えば、営業・マーケティング領域の課題として、「ＩＴを活用した効率的・効果的な営業活動」

の比率が増加していること（５Ｐ）、研究・開発領域や生産領域において、「デジタル技術の活用」

が上昇していること（６Ｐ）、あるいは「生産管理システムの改善・見直し」の比率が高まってい

ること（７Ｐ）は、各経営機能領域において、デジタル技術の活用が具体的に進められていること

の証左と言えるでしょう。 

 

○ ２点目は、「人材の強化」です。経営全般における「現在」の課題として、「人材の強化」の比率が

昨年よりも上昇し、また、「３年後」の課題としても、昨年に続いて第１位に挙げられています（２

～３Ｐ）。さらに、組織・人事領域の課題においても、「人事制度の見直し」の重視度が高まって

います（４Ｐ）。 

○ コロナ禍を乗り越え、新たな成長を描くために、また、デジタル技術を活用し、ＤＸによって事業

構造の変革を実現していくためにも、その担い手となる人材の強化が不可欠となります。これまで

も日本企業においては、人材が重要視されてきましたが、経営戦略と一体として人材戦略を捉え直

し、人事システムを再構築していくことが大きな課題となっています。 

 

○ そして３点目は、「企業の社会性への対応」です。経営全般における「５年後」の課題において、

このところ、「ＣＳＲ、ＣＳＶ、事業を通じた社会課題の解決」の比率が増加傾向にありましたが、

今年は、大きく上昇して第２位となるまで上昇しています（２Ｐ）。また、購買・調達領域の課題

では、「持続可能な（ＣＳＲ）調達の推進・コンプライアンスの遵守」の比率が高まっているとい

う特徴が見られました（８Ｐ）。 

○ 気候変動問題や環境問題に対応するため、温室効果ガスの削減や、プラスチック使用量の抑制等の

動きが広がり、一般市民においてもＳＤＧsへの関心が高まっています。また、海外調達先における

人権問題について、日本企業の対応の遅れが指摘されています。 

○ 企業の社会的責任という観点からだけではなく、中長期的な企業価値の創出に向けて、事業を通じ

た社会課題の解決に対応していくことが、経営課題認識においても重視されるようになっています。 

 

○ 現下のコロナ禍への対応も引き続き重要な課題ではありますが、今回の調査結果から見えてきたよ

うに、その先の時代に向けて、経営課題認識に変化が生じているということは、明るい兆しである

と言えるでしょう。人的資本経営を強化し、デジタル技術を活用しながら、新しい社会価値を創り

出すべく、具体的な経営戦略の構想と実行が期待されます。 
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北海道

1.7%

東北

2.1%

関東・甲信越

58.0%東海・北陸

13.2%

近畿

17.4%

中国・四国

4.1%

九州・沖縄

3.5%

その他

0.0%

無回答

0.0%

業種分類 ％ 回答数 業種分類 ％ 回答数
製造 41.4 214 非製造業 58.6 303

製造・素材系 11.0 57 小売・卸・商社 14.1 73
3 繊維 0.8 4 15 小売 5.6 29
4 パルプ・紙・紙加工 1.0 5 16 商社・卸売 8.5 44
5 化学 5.2 27 建設・不動産 12.4 64
7 石油・石炭 0.0 0 18 不動産 2.7 14
8 ゴム・窯業・土石 1.2 6 19 土木・建設・建築 9.7 50
9 鉄鋼・非鉄・金属 2.9 15 倉庫・運輸 5.0 26

製造・組立系 20.1 104 20 輸送サービス（陸運・海運・空運） 4.4 23
10 一般機械 3.7 19 21 倉庫・埠頭 0.6 3
11 精密機器 2.3 12 情報・通信 6.0 31
12 電気・電子機器 7.9 41 22 ソフト開発・情報サービス 5.2 27
13 輸送用機器 6.2 32 23 通信サービス 0.8 4

製造・その他 10.3 53 宿泊・飲食 2.3 12
2 食料品 4.4 23 26 宿泊・飲食・給食サービス 2.3 12
6 医薬品 0.4 2 金融・保健 5.2 27

14 その他製造 5.4 28 17 金融・保険 5.2 27
その他 13.5 70

24 出版・放送・報道 1.2 6
25 公共サービス（電気・ガス・水道） 0.2 1
27 保健・医療・福祉サービス 0.6 3
28 人材・教育関連サービス 1.4 7
29 警備・ビル・設備等のメンテナンス 1.9 10
30 広告・宣伝・ディスプレイ 1.7 9
31 その他サービス 6.0 31
1 農林・水産・鉱業 0.6 3

無回答 0.0 0
合計 100.0 517

１００人未満

10.4%

１００人～

３００人未満

16.1%

３００人～

１千人未満

25.0%

１千人～

３千人未満

25.0%

３千人～

１万人未満

14.9%

１万人以

上

8.7%

無回答

0.0%

１０億円未満

4.8%

１０億円～

５０億円未満

10.6%

５０億円～

１００億円未満

9.1%

１００億円～

５００億円未満

34.6%

５００億円～

１千億円未満

13.9%

１千億円～

５千億円未満

18.2%

５千億円～

１兆円未満

4.1%

１兆円以上

4.4%

無回答

0.2%

回答企業の概要 
 

■ 本社所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 従業員数                        ■ 売上高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(n=517) 

(n=517) (n=517) 


